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運用報告書（全体版） 

追加型・公社債証券投資信託
（６月設定） 

公社債投信（６月号） 

 

 
 

第56期（決算日：2017年６月19日） 
 

 
 
 

 

受益者のみなさまへ 
 

平素は格別のご愛顧を賜り厚く御礼申し上げます。

さて、お手持ちの「追加型・公社債証券投資信託（６

月設定）」は、去る６月19日に第56期の決算を行いま

した。ここに謹んで運用状況をご報告申し上げます。

今後とも引き続きお引き立て賜りますようお願い

申し上げます。 

 

当ファンドの仕組みは次の通りです。

商品分類 追加型投信／国内／債券 

信託期間 無期限（1961年６月24日設定） 

運用方針 

わが国の公社債および公社債投信マザーファ
ンド受益証券へ投資し、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ
短期インデックスをベンチマークとして、利
子等収益の確保および売買益の獲得をめざし
ます。 

主要運用対象 

ベ ビ ー
ファンド 

わが国の公社債および公社債投
信マザーファンド受益証券を主
要投資対象とします。 

マ ザ ー
ファンド 

わが国の公社債を主要投資対象
とします。 

主な組入制限 

ベ ビ ー
ファンド 

外貨建資産への投資は行いません。

マ ザ ー
ファンド 

外貨建資産への投資は行いません。

分配方針 
毎決算時に、運用収益（純資産総額が当該元
本の額（１万口当たり１万円）を超過する額）
の全額を分配します。 

※ 当ファンドは、課税上、公社債投資信託として取り扱われます。 
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追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

本資料 の表記にあたって  

・原則として、各表の数量、金額の単位未満は切捨て、比率は四捨五入で表記しておりますので、表中の個々の数字の合
計が合計欄の値とは一致しないことがあります。ただし、単位未満の数値については小数を表記する場合があります。

・－印は組入れまたは売買がないことを示しています。 

 

○最近３期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ
短 期 イ ン デ ッ ク ス 債   券 

組 入 比 率 
債   券 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額

(分配落) 
税 込 み 
分 配 金 

期 中
騰 落 率

 
期 中
騰 落 率

 円 円 銭 ％ ％ ％ ％ 百万円

54期(2015年６月22日) 10,000 17.21 0.2 235.81 0.2 99.0 － 634

55期(2016年６月20日) 10,000 20.65 0.2 236.68 0.4 98.5 － 586

56期(2017年６月19日) 10,000 7.77 0.1 235.92 △0.3 98.7 － 572
 

（注） 基準価額の騰落率は分配金込み。 
（注） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスとは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスのサブインデックスで、残存期間１年から３年

の債券で構成されています。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスは、野村證券株式会社が発表しているわが国の代表的な債券パ
フォーマンスインデックスで、国債の他、地方債、政府保証債、金融債、事業債および円建外債等で構成されており、ポートフォリオ
の投資収益率・利回り・クーポン・デュレーション等の各指標が日々公表されます。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスおよび
ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスは野村證券株式会社の知的財産であり、当ファンドの運用成果に関し野村證券株式会社は一切
関係ありません。 

（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額

Ｎ Ｏ Ｍ Ｕ Ｒ Ａ － Ｂ Ｐ Ｉ
短 期 イ ン デ ッ ク ス 債   券 

組 入 比 率 
債   券
先 物 比 率

 騰 落 率  騰 落 率
(期  首) 円 銭 ％ ％ ％ ％

2016年６月20日 10,000    － 236.68 － 98.5 －
６月末 10,008    0.1 236.88 0.1 98.9 －
７月末 9,999    △0.0 236.69 0.0 97.5 －
８月末 9,996    △0.0 236.43 △0.1 98.9 －
９月末 10,012    0.1 236.78 0.0 99.0 －
10月末 10,003    0.0 236.57 △0.0 99.3 －
11月末 9,987    △0.1 236.27 △0.2 98.7 －
12月末 9,997    △0.0 236.32 △0.2 98.9 －

2017年１月末 9,999    △0.0 236.33 △0.1 98.7 －
２月末 10,007    0.1 236.48 △0.1 98.3 －
３月末 10,005    0.1 236.33 △0.1 99.0 －
４月末 10,008    0.1 236.30 △0.2 98.1 －
５月末 10,009    0.1 236.11 △0.2 97.3 －
(期  末)   

2017年６月19日 10,007.77 0.1 235.92 △0.3 98.7 － 
（注） 期末基準価額は分配金込み、騰落率は期首比。 
（注） 当ファンドは親投資信託を組み入れますので、「債券組入比率」、「債券先物比率」は実質比率を記載しております。 
（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 



追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

1

・ 分配金再投資基準価額は、収益分配金（税込み）を分配時に再投資したものとみなして計算したもので、ファンドの

運用の実質的なパフォーマンスを示すものです。

・ 実際のファンドにおいては、分配金を再投資するかどうかについては、お客さまがご利用のコースにより異なり、ま

た、ファンドの購入価額により課税条件も異なるため、お客さまの損益の状況を示すものではない点にご留意くださ

い。

運用経過

当期中の基準価額等の推移について （第56期：2016/６/21～2017/６/19）

基準価額の主な変動要因

基準価額の動き 基準価額は期首に比べ0.1％（分配金再投資ベース）の上昇となりました。

ベンチマークとの差異
ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率（－0.3％）を0.4％
上回りました。

上昇要因
債券利子収入を享受した他、中短期ゾーンの国内金利がマイナスで推移す
るなか、プラス利回りの一般債を多く保有したことなどが基準価額の上昇
要因となりました。

下落要因 国内金利が上昇したことなどが基準価額の下落要因となりました。

第56期首：10,000円
第56期末：10,000円

（既払分配金 7.77円）
騰落率 ： 0.1％

（分配金再投資ベース）
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投資環境について （第56期：2016/６/21～2017/６/19）

・国内金利は、2016年６月に英国の欧州連合（ＥＵ）離脱を巡る国民投票で離脱派が勝利
したことによる景気の先行き不透明感や、日本銀行による追加緩和期待などから低下し
ました。しかし、７月末の日銀金融政策決定会合にて、金融緩和の強化が決定されたも
のの、マイナス金利の深掘りがされなかったことや、11月に米国金利が上昇したことな
どから国内金利は上昇しました。その後、日本銀行の金融市場調節方針に対する思惑や
米国金利の動きなどから上下しましたが、前期末比金利は上昇して期末を迎えました。
こうしたなか、一般債の国債とのスプレッド（利回り格差）は、前記の金利低下局面で
は拡大していましたが、７月末の日銀金融政策決定会合以降の金利上昇局面では縮小
し、前期末と比べてスプレッドは縮小しました。

当該投資信託のポートフォリオについて

＜追加型・公社債証券投資信託（６月設定）＞
・主要投資対象である公社債投信マザーファンド受益証券への投資を通じて、わが国の安
全性の高い公社債を高位に組み入れた運用を行いました。

＜公社債投信マザーファンド＞
　基準価額は期首に比べ0.2％の上昇となりました。

◎組入比率
・期を通じて高位組み入れを維持しました。
◎債券種別構成
・国内金利の低位安定推移を見込み、利回り向上の観点から一般債をオーバーウェイトと
しました。

◎デュレーション（平均回収期間や金利感応度）
・短期金利は横ばい圏で推移すると判断し中立としていましたが、2016年９月に日本銀行
の緩和的スタンスの継続からデュレーションをベンチマーク対比長めとしました。

◎残存期間構成
・利回り向上の観点から中期ゾーンをオーバーウェイトとしました。

― 3 ―
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当該投資信託のベンチマークとの差異について

＜追加型・公社債証券投資信託（６月設定）＞
・当期の基準価額騰落率はベンチマークであるＮＯ
ＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスを0.4％上回
りました。

＜公社債投信マザーファンド＞
・ファンドの騰落率は、ベンチマークであるＮＯＭ
ＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスを0.5％上回り
ました。

・この主な要因は、次の通りです。
（プラス要因）
◎債券種別構成
・国内金利の中短期ゾーンがマイナスで推移するな
か、プラス利回りの一般債をベンチマーク対比で
オーバーウェイトとしていたこと。

・ファンドの騰落率は分配金込みで計算しています。

― 4 ―
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今後の運用方針

＜追加型・公社債証券投資信託（６月設定）＞
◎今後の運用方針
・公社債投信マザーファンド受益証券の組入比率を高位に保ち、マザーファンドのポート
フォリオの構成に近づけた状態を維持する方針です。

＜公社債投信マザーファンド＞
◎運用環境の見通し
・雇用環境は着実な改善を続けており、企業の設備投資も緩やかな増加基調にあります。
また、輸出・生産も増加基調にあります。しかし、個人消費は底堅さを増しているもの
の、盛り上がりに欠けることから、本邦景気の回復は緩やかなものになると思われます。

・「物価安定の目標」の実現に向けて、日本銀行は引き続き金融緩和姿勢をもって臨むもの
と思われ、中短期金利は低位での推移を想定します。

・国内一般債のスプレッドについては、日本銀行の社債買入オペや投資家の資金余剰感な
どによる良好な需給環境を背景に概ね横ばい圏で推移し、一般債は国債と異なりプラス
利回りを維持できると予想します。

◎今後の運用方針
・安定した利子収益確保をめざし、債券組入比率は引き続き高位に維持する方針です。
・ファンド全体のデュレーションは、中短期ゾーンの金利が低位安定すると判断し、ベン
チマーク対比長めを基本に調整する方針です。

・債券種別構成は、流動性や銘柄分散に留意しつつ、一般債の組入比率をベンチマーク比
高めに維持します。

分配金について

当期の収益分配金（元本超過額）は当ファンドの分配方針に基づきまして、７円77銭（１
万口当たり）とさせていただきました。
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追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

○１万口当たりの費用明細 (2016年６月21日～2017年６月19日) 

項 目 
当 期 

項 目 の 概 要 
金 額 比 率

  円 ％  

（a） 信 託 報 酬 15  0.150 (a)信託報酬＝１万口当たり元本×信託報酬率× 
           （期中の日数÷年間日数） 

 （ 投 信 会 社 ） ( 4)  (0.038) ファンドの運用・調査、受託会社への運用指図、基準価額の算出、目論見書
等の作成等の対価 

 （ 販 売 会 社 ） (10)  (0.101) 交付運用報告書等各種書類の送付、顧客口座の管理、購入後の情報提供等 
の対価 

 （ 受 託 会 社 ） ( 1)  (0.011) ファンドの財産の保管および管理、委託会社からの運用指図の実行等の対価

（b） そ の 他 費 用 0   0.003  (b)その他費用＝期中のその他費用÷期中の平均受益権口数 

 （ 監 査 費 用 ） ( 0)  (0.003) ファンドの決算時等に監査法人から監査を受けるための費用 

 合 計 15   0.153   

期中の平均基準価額は、10,002円です。  

 
（注） 期中の費用（消費税等のかかるものは消費税等を含む）は、追加・解約により受益権口数に変動があるため、簡便法により算出した結

果です。 

（注） 各金額は項目ごとに円未満は四捨五入してあります。 

（注） その他費用は、このファンドが組み入れている親投資信託が支払った金額のうち、当ファンドに対応するものを含みます。 

（注） 各比率は１万口当たりのそれぞれの費用金額（円未満の端数を含む）を期中の平均基準価額で除して100を乗じたもので、項目ごとに

小数第３位未満は四捨五入してあります。 

 

○売買及び取引の状況 (2016年６月21日～2017年６月19日) 

 

銘 柄 
設 定 解 約 

口 数 金 額 口 数 金 額 
 千口 千円 千口 千円
公社債投信マザーファンド 8,012 8,727 21,617 23,574

 
 
 

親投資信託受益証券の設定、解約状況 
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追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

○利害関係人との取引状況等 (2016年６月21日～2017年６月19日) 

 

＜追加型・公社債証券投資信託（６月設定）公社債投信（６月号）＞ 

 該当事項はございません。 

 

＜公社債投信マザーファンド＞ 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 5,009 404 8.1 5,634 1,600 28.4

平均保有割合 5.9%   
 
※平均保有割合とは、親投資信託の残存口数の合計に対する当該ベビーファンドの親投資信託所有口数の割合。 

（注） 公社債には現先などによるものを含みません。 

 

 

＜公社債投信マザーファンド＞ 

種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円
公社債 201 100 1,030 

 
 
 

 

＜公社債投信マザーファンド＞ 

種     類 買 付 額 

 百万円
公社債 1,800

 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪリース、アコムです。 

 

○組入資産の明細 (2017年６月19日現在) 

 

銘 柄 
期首(前期末) 当 期 末 

口 数 口 数 評 価 額 

 千口 千口 千円

公社債投信マザーファンド 536,664 523,059 571,233
 
 
  

利害関係人との取引状況 

利害関係人の発行する有価証券等 

親投資信託残高 
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追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

○投資信託財産の構成 (2017年６月19日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

公社債投信マザーファンド 571,233 99.5

コール・ローン等、その他 2,710 0.5

投資信託財産総額 573,943 100.0
 
 
 

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年６月19日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 573,943,296  

 コール・ローン等 2,707,593  

 公社債投信マザーファンド(評価額) 571,233,046  

 未収入金 2,657  

(B) 負債 1,332,282  

 未払収益分配金 444,918  

 未払信託報酬 871,144  

 未払利息 4  

 その他未払費用 16,216  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 572,611,014  

 元本 572,610,721  

 次期繰越損益金 293  

(D) 受益権総口数 572,610,721口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,000円
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 586,696,720円 

期中追加設定元本額 8,442,341円 

期中一部解約元本額 22,528,340円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.0000円です。 

○損益の状況 (2016年６月21日～2017年６月19日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 受取利息等収益 △    1,066  

 支払利息 △    1,066  

(B) 有価証券売買損益 1,329,465  

 売買益 1,383,361  

 売買損 △   53,896  

(C) 信託報酬等 △  887,360  

(D) 当期利益(Ａ＋Ｂ＋Ｃ) 441,039  

(E) 前期繰越損益金 8,496  

(F) 追加信託差損益金 △    7,556  

(G) 解約差損益金 3,232  

(H) 計(Ｄ＋Ｅ＋Ｆ＋Ｇ) 445,211  

(I) 収益分配金 △  444,918  

 次期繰越損益金(Ｈ＋Ｉ) 293  
 

（注） (B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (F)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） (G)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額

を差し引いた差額分をいいます。 

 

②分配金の計算過程 

決算期末における運用収益（純資産総額の元本超過額）の全額を分配金額としております。ただし、分配金額は１万口当たりの分配金単価

を銭未満で切捨てて算出しているため、若干の繰越金を生じます。 

第56期 

計算期間末における純資産総額の元本超過額445,211円を分配対象収益とし、444,918円（１万口当たり7.77円）を分配金額としております。 
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追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

○分配金のお知らせ  

１万口当たり分配金（税込み） 7円77銭 
 
◆分配金は決算日から起算して５営業日までにお支払いを開始しております。 

◆分配金を再投資される方のお手取分配金は、2017年６月19日現在の基準価額に基づいて、みなさまの口座に繰り入れて再投資いたしました。

◆課税上の取り扱い 

・個人受益者が支払いを受ける収益分配金については利子所得として課税され、原則として、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、

地方税５％）の税率で源泉徴収されます。法人受益者に対する課税は異なります。 

 

※課税上の取扱いの詳細については、税務専門家等にご確認されることをお勧めします。 

※税法が改正された場合等には、上記内容が変更になることがあります。 

 

＊三菱ＵＦＪ国際投信では本資料のほかに当ファンドに関する情報等の開示を行っている場合があります。詳しくは、取り扱い販売会社に

お問い合わせいただくか、当社ホームページ（http://www.am.mufg.jp/）をご覧ください。 

 
［ お 知 ら せ ］ 

①信用リスクを適正に管理する方法を新たに定める（分散型に分類）ため、信用リスク集中回避のための投資制限の追加およびこれに伴う

投資制限の記載の変更を行い、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2016年９月16日） 

②個人受益者は、収益分配金ならびに解約時および償還時の差益（譲渡益）に対し、20.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％、地方

税５％）の税率で課税されます。法人受益者は15.315％（所得税15％、復興特別所得税0.315％）の税率で源泉徴収されます。 
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追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

○（参考情報）親投資信託の組入資産の明細 (2017年６月19日現在) 

＜公社債投信マザーファンド＞ 
 下記は、公社債投信マザーファンド全体(8,729,812千口)の内容です。 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 

特殊債券 
(除く金融債) 

300,000 300,003 3.1 － － 2.1 1.0 

(  300,000) (  300,003) ( 3.1) (－) (－) ( 2.1) ( 1.0)

金融債券 
100,000 100,392 1.1 － － － 1.1 

(  100,000) (  100,392) ( 1.1) (－) (－) (  －) ( 1.1)

普通社債券 
8,907,000 9,035,442 94.8 － － 60.9 33.9 

(8,907,000) (9,035,442) (94.8) (－) (－) (60.9) (33.9)

合 計 
9,307,000 9,435,838 99.0 － － 63.0 36.0 

(9,307,000) (9,435,838) (99.0) (－) (－) (63.0) (36.0)
 

（注） ( )内は非上場債で内書きです。 

（注） 組入比率は、親投資信託の純資産総額に対する評価額の割合。 

（注） 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

（注） 残存期間が１年以内の公社債は、原則として償却原価法により評価しています。 

 

国内公社債 
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追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日
特殊債券(除く金融債) ％ 千円 千円  
第41回東日本高速道路 0.005 200,000 199,958 2019/６/20 
第15回韓国輸出入銀行 0.31 100,000 100,045 2017/９/25 

小 計 300,000 300,003  

金融債券   
第285回信金中金債 0.35 100,000 100,392 2018/８/27 

小 計 100,000 100,392  

普通社債券   
第365回中国電力 1.405 100,000 103,238 2019/12/25 

第374回中国電力 0.814 300,000 305,493 2020/２/25 
第408回九州電力 1.672 100,000 103,132 2019/６/25 

第450回九州電力 0.17 100,000 99,780 2022/５/25 

第316回北海道電力 1.164 400,000 411,496 2020/６/25 

第10回大和ハウス工業 0.001 100,000 99,783 2020/２/28 
第10回アサヒグループホールディングス 0.17 200,000 199,754 2022/６/13 

第４回富士フイルムホールディングス 0.005 200,000 199,370 2020/３/３ 

第12回横浜ゴム 0.001 100,000 99,739 2019/12/９ 

第30回豊田自動織機 0.001 100,000 99,701 2020/３/19 
第50回日本電気 0.29 200,000 199,950 2022/６/15 

第15回パナソニック 0.19 200,000 199,616 2021/９/17 

第29回ソニー 0.86 400,000 402,612 2018/６/19 

第29回丸井 0.05 100,000 99,761 2019/８/16 
第11回あおぞら銀行 0.1 100,000 99,964 2020/６/９ 

第７回みずほコーポレート銀行（劣後特約付） 2.5 200,000 209,040 2019/６/３ 

第９回三菱東京ＵＦＪ銀行（劣後特約付） 2.01 200,000 211,116 2020/７/22 

第28回三菱東京ＵＦＪ銀行（劣後特約付） 1.56 200,000 209,692 2021/１/20 
第６回りそな銀行（劣後特約付） 2.084 400,000 420,156 2020/３/４ 

第６回三菱ＵＦＪ信託銀行（劣後特約付） 1.9 200,000 209,238 2020/３/２ 

第23回三井住友銀行（劣後特約付） 1.61 400,000 419,560 2020/12/17 

第14回みずほ銀行（劣後特約付） 2.14 300,000 313,308 2019/９/27 
第32回日産フィナンシャルサービス 0.12 100,000 100,093 2018/３/20 

第38回日産フィナンシャルサービス 0.001 100,000 99,571 2019/６/20 

第64回アコム 0.88 100,000 100,743 2018/９/５ 

第70回アコム 0.36 200,000 200,196 2018/５/29 
第165回オリックス 0.777 107,000 107,175 2017/９/12 

第172回オリックス 0.566 300,000 301,072 2018/４/17 

第47回三菱ＵＦＪリース 0.001 100,000 99,610 2020/１/24 

第43回野村ホールディングス 0.454 300,000 301,404 2019/２/25 
第46回野村ホールディングス 0.346 100,000 100,399 2019/12/25 
第48回野村ホールディングス 0.245 100,000 100,065 2018/６/８ 
第54回三井不動産 0.001 100,000 99,718 2020/４/７ 
第80回東海旅客鉄道 0.001 300,000 299,163 2020/４/13 
第１回ファーストリテイリング 0.11 100,000 99,924 2018/12/18 
第１回ビー・ピー・シー・イー・エス・エー 0.64 200,000 201,436 2022/１/27 
第７回ビー・ピー・シー・イー・エス・エー 0.55 200,000 201,286 2019/７/10 
第１回エイチエスビーシー・ホールディングス 0.45 200,000 201,246 2021/９/24  
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追加型・公社債証券投資信託（６月設定）

 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日
普通社債券 ％ 千円 千円  
第１回ロイズ・バンキング・グループ・ピーエルシー 0.615 200,000 201,564 2021/12/15 
第９回モルガン・スタンレー 0.557 400,000 401,373 2018/５/22 
第17回ルノー 0.75 400,000 403,400 2018/11/26 
第11回現代キャピタル・サービシズ・インク 0.52 400,000 400,123 2017/10/30 
第21回ラボバンク・ネダーランド 0.708 100,000 100,391 2018/５/24 
第１回ソシエテ ジェネラル円貨社債（2017） 0.448 200,000 199,988 2022/５/26 

小 計 8,907,000 9,035,442  
合 計 9,307,000 9,435,838  
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公社債投信マザーファンド966245 

 

 

○最近３期の運用実績 
 

決 算 期 
基 準 価 額

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ
短 期 イ ン デ ッ ク ス 債   券

組 入 比 率
債   券 
先 物 比 率 

純 資 産
総 額

 
期 中
騰 落 率

 
期 中
騰 落 率

 円 ％ ％ ％ ％ 百万円

14期(2015年４月20日) 10,853 0.4 235.78 0.3 98.6 － 12,252

15期(2016年４月19日) 10,891 0.4 236.77 0.4 98.8 － 10,330

16期(2017年４月19日) 10,921 0.3 236.35 △0.2 99.4 － 9,611
 

（注） ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスとは、ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスのサブインデックスで、残存期間１年から３年

の債券で構成されています。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスは、野村證券株式会社が発表しているわが国の代表的な債券パ

フォーマンスインデックスで、国債の他、地方債、政府保証債、金融債、事業債および円建外債等で構成されており、ポートフォリオ

の投資収益率・利回り・クーポン・デュレーション等の各指標が日々公表されます。ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ総合インデックスおよび

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスは野村證券株式会社の知的財産であり、当ファンドの運用成果に関し野村證券株式会社は一切

関係ありません。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

  

公社債投信マザーファンド 

《第16期》決算日2017年４月19日 

[計算期間：2016年４月20日～2017年４月19日] 

「公社債投信マザーファンド」は、４月19日に第16期の決算を行いました。 

以下、法令・諸規則に基づき、当マザーファンドの第16期の運用状況をご報告申し上げます。 
 

運 用 方 針 

信託財産の安定的な成長をめざします。わが国の公社債へ投資し、ＮＯＭＵＲＡ－
ＢＰＩ短期インデックスをベンチマークとして、利子等収益の確保および売買益の獲得
をめざします。公社債組入比率の調整のためおよび価格変動リスクを回避するために債
券先物取引、債券先物オプション取引等を利用する場合があります。 

主 要 運 用 対 象 わが国の公社債を主要投資対象とします。 

主 な 組 入 制 限 外貨建資産への投資は行いません。 
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公社債投信マザーファンド

○当期中の基準価額と市況等の推移 

年 月 日 
基 準 価 額

Ｎ Ｏ Ｍ Ｕ Ｒ Ａ － Ｂ Ｐ Ｉ
短 期 イ ン デ ッ ク ス 債   券 

組 入 比 率 
債   券
先 物 比 率

 騰 落 率  騰 落 率

(期  首) 円 ％ ％ ％ ％

2016年４月19日 10,891 － 236.77 － 98.8 －

４月末 10,885 △0.1 236.72 △0.0 99.0 －

５月末 10,892 0.0 236.69 △0.0 98.4 －

６月末 10,905 0.1 236.88 0.0 99.1 －

７月末 10,896 0.0 236.69 △0.0 97.7 －

８月末 10,895 0.0 236.43 △0.1 99.1 －

９月末 10,914 0.2 236.78 0.0 99.2 －

10月末 10,905 0.1 236.57 △0.1 99.6 －

11月末 10,889 △0.0 236.27 △0.2 99.0 －

12月末 10,901 0.1 236.32 △0.2 99.2 －

2017年１月末 10,905 0.1 236.33 △0.2 99.0 －

２月末 10,915 0.2 236.48 △0.1 98.5 －

３月末 10,914 0.2 236.33 △0.2 99.3 －

(期  末)   

2017年４月19日 10,921 0.3 236.35 △0.2 99.4 －
 

（注） 騰落率は期首比。 

（注） 「債券先物比率」は買建比率－売建比率。 

 

○運用経過 
●当期中の基準価額等の推移について 

◎基準価額の動き 
基準価額は期首に比べ0.3％の上昇となりました。 

 

◎ベンチマークとの差異 
ファンドの騰落率は、ベンチマークの騰落率

（－0.2％）を0.5％上回りました。 

  
（注） ベンチマークは期首の値をファンド基準価額と同一になるよ

う指数化しています。 
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公社債投信マザーファンド

●投資環境について 
・ 国内金利は、期初は横ばいで推移していました

が、2016年６月に英国の欧州連合離脱を巡る国

民投票で離脱派が勝利したことによる景気の先

行き不透明感や、日本銀行による追加緩和期待

などから低下しました。その後、７月末の日銀

金融政策決定会合にて、金融緩和の強化が決定

されたものの、マイナス金利の深掘りがされな

かったことや、11月に米国金利が上昇したこと

などから国内金利は上昇し、前期末比金利は上

昇して期末を迎えました。こうしたなか、事業

債の国債とのスプレッド（利回り格差）は、前

記の金利低下局面では拡大していましたが、７

月末の日銀金融政策決定会合以降の金利上昇局

面では縮小し、前期末と比べてスプレッドは縮

小しました。 

 

●当該投資信託のポートフォリオについて 

◎組入比率 
・ 期を通じて高位組み入れを維持しました。 

 

◎債券種別構成 
・ 国内金利の低位安定推移を見込み、利回り向上の

観点から一般債をオーバーウェイトとしました。 

 

◎デュレーション（平均回収期間や金利感応度） 
・ 短期金利は横ばい圏で推移すると判断し中立と

していましたが、2016年９月に日本銀行の緩和

的スタンスの継続からデュレーションをベンチ

マーク対比長めとしました。 

 

◎残存期間構成 
・ 利回り向上の観点から中期ゾーンをオーバー

ウェイトとしました。 

●当該投資信託のベンチマークとの差異について 
・ ファンドの騰落率は、ベンチマークである

ＮＯＭＵＲＡ－ＢＰＩ短期インデックスを

0.5％上回りました。 

 

・ この主な要因は、次の通りです。 

（プラス要因） 

◎債券種別構成 
・国内金利の中短期ゾーンがマイナスで推移する

なか、プラス利回りの一般債をベンチマーク対

比でオーバーウェイトとしていたこと。 

 

○今後の運用方針 
◎運用環境の見通し 
・ 雇用環境は着実な改善を続けており、企業の設

備投資も緩やかな増加基調にあります。また、

輸出・生産も持ち直してきていますが、個人消

費が盛り上がりに欠けることから、本邦景気の

回復は緩やかなものになると思われます。 

・ 「物価安定の目標」の実現に向けて、日本銀行

は引き続き金融緩和姿勢をもって臨むものと思

われ、中短期金利は低位での推移を想定します。 

・ 国内事業債のスプレッドについては、日本銀行

の社債買入オペや投資家の資金余剰感などによ

る良好な需給環境を背景に概ね横ばい圏で推移

し、事業債は国債と異なりプラス利回りを維持

できると予想します。 

 

◎今後の運用方針 

・ 安定した利子収益確保をめざし、債券組入比率

は引き続き高位に維持する方針です。 

・ ファンド全体のデュレーションは、中短期ゾー

ンの金利が低位安定すると判断し、ベンチマー

ク対比長めを基本に調整する方針です。 

・ 債券種別構成は、流動性や銘柄分散に留意しつ

つ、一般債の組入比率をベンチマーク比高めに

維持します。 
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公社債投信マザーファンド

○１万口当たりの費用明細 (2016年４月20日～2017年４月19日) 

 

 該当事項はございません。 

 

○売買及び取引の状況 (2016年４月20日～2017年４月19日) 

 

 

 買 付 額 売 付 額 

国 

内 

 千円 千円 
特殊債券 602,406 1,005,009 

社債券 5,157,100 5,357,703 
 

（注） 金額は受渡代金。（経過利子分は含まれておりません。） 

（注） 社債券には新株予約権付社債（転換社債）は含まれておりません。 

 

○利害関係人との取引状況等 (2016年４月20日～2017年４月19日) 

 

区       分 
買付額等 

Ａ 

  
売付額等 

Ｃ 

  

うち利害関係人
との取引状況Ｂ

Ｂ
Ａ

 

うち利害関係人
との取引状況Ｄ 

Ｄ
Ｃ

 

 百万円 百万円 ％ 百万円 百万円 ％
公社債 5,759 705 12.2 6,362 1,500 23.6

 
（注） 公社債には現先などによるものを含みません。 

 

 

種       類 買 付 額 売 付 額 当 期 末 保 有 額 

 百万円 百万円 百万円
公社債 201 100 1,033 

 
 
 

 

種     類 買 付 額 

 百万円
公社債 1,300

 
 
 
利害関係人とは、投資信託及び投資法人に関する法律第11条第1項に規定される利害関係人であり、当ファンドに係る利害関係人とは三菱
東京ＵＦＪ銀行、三菱ＵＦＪ信託銀行、三菱ＵＦＪモルガン・スタンレー証券、三菱ＵＦＪリース、アコムです。 
 

公社債 

利害関係人との取引状況 

利害関係人の発行する有価証券等 

― 16 ―

04_680417_添付ファンド_10pt.indd   16 2017/07/27   9:23:31



品 名：90003_966245_016_02_公社債投信マザーファンド_672917.docx 

日 時：2017/5/23 10:05:00 

ページ：5 

 

 

― 5 ― 

公社債投信マザーファンド

○組入資産の明細 (2017年４月19日現在) 

 

(Ａ)国内(邦貨建)公社債 種類別開示 

区 分 

当 期 末 

額 面 金 額 評 価 額 組 入 比 率
うちＢＢ格以下
組 入 比 率

残存期間別組入比率 

５年以上 ２年以上 ２年未満

 千円 千円 ％ ％ ％ ％ ％ 

特殊債券 
(除く金融債) 

300,000 300,073 3.1 － － 2.1 1.0 

(  300,000) (  300,073) ( 3.1) (－) (－) ( 2.1) ( 1.0)

金融債券 
500,000 501,318 5.2 － － － 5.2 

(  500,000) (  501,318) ( 5.2) (－) (－) (  －) ( 5.2)

普通社債券 
8,607,000 8,748,537 91.0 － － 57.5 33.5 

(8,607,000) (8,748,537) (91.0) (－) (－) (57.5) (33.5)

合 計 
9,407,000 9,549,929 99.4 － － 59.6 39.8 

(9,407,000) (9,549,929) (99.4) (－) (－) (59.6) (39.8)
 

（注） ( )内は非上場債で内書きです。 

（注） 組入比率は、純資産総額に対する評価額の割合。 

（注） 評価については金融商品取引業者、価格情報会社等よりデータを入手しています。 

（注） 残存期間が１年以内の公社債は、原則として償却原価法により評価しています。 

 

国内公社債 
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公社債投信マザーファンド

(Ｂ)国内(邦貨建)公社債 銘柄別開示 
 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日
特殊債券(除く金融債) ％ 千円 千円  
第41回東日本高速道路 0.005 200,000 200,000 2019/６/20 
第15回韓国輸出入銀行 0.31 100,000 100,073 2017/９/25 

小 計 300,000 300,073  

金融債券   
い第763号農林債券 0.3 100,000 100,499 2018/12/27 
第285回信金中金債 0.35 100,000 100,461 2018/８/27 

第181号商工債券（３年） 0.15 300,000 300,358 2018/２/27 

小 計 500,000 501,318  

普通社債券   
第365回中国電力 1.405 100,000 103,508 2019/12/25 

第374回中国電力 0.814 300,000 306,009 2020/２/25 

第408回九州電力 1.672 100,000 103,352 2019/６/25 

第316回北海道電力 1.164 400,000 412,984 2020/６/25 
第10回大和ハウス工業 0.001 100,000 100,110 2020/２/28 

第４回富士フイルムホールディングス 0.005 200,000 199,814 2020/３/３ 

第12回横浜ゴム 0.001 100,000 99,942 2019/12/９ 

第30回豊田自動織機 0.001 100,000 99,900 2020/３/19 
第15回パナソニック 0.19 200,000 200,214 2021/９/17 

第29回ソニー 0.86 400,000 403,216 2018/６/19 

第31回ソニー 0.23 200,000 200,356 2021/９/17 

第29回丸井 0.05 100,000 99,795 2019/８/16 
第７回みずほコーポレート銀行（劣後特約付） 2.5 200,000 209,952 2019/６/３ 

第９回三菱東京ＵＦＪ銀行（劣後特約付） 2.01 200,000 212,058 2020/７/22 

第28回三菱東京ＵＦＪ銀行（劣後特約付） 1.56 200,000 210,458 2021/１/20 

第６回りそな銀行（劣後特約付） 2.084 400,000 421,444 2020/３/４ 
第６回三菱ＵＦＪ信託銀行（劣後特約付） 1.9 200,000 209,832 2020/３/２ 

第23回三井住友銀行（劣後特約付） 1.61 400,000 421,024 2020/12/17 

第14回みずほ銀行（劣後特約付） 2.14 300,000 314,457 2019/９/27 

第27回日産フィナンシャルサービス 0.146 100,000 100,022 2017/６/20 
第32回日産フィナンシャルサービス 0.12 100,000 100,114 2018/３/20 

第38回日産フィナンシャルサービス 0.001 100,000 99,723 2019/６/20 

第64回アコム 0.88 100,000 100,860 2018/９/５ 

第70回アコム 0.36 200,000 200,242 2018/５/29 
第165回オリックス 0.777 107,000 107,301 2017/９/12 

第172回オリックス 0.566 300,000 301,288 2018/４/17 

第47回三菱ＵＦＪリース 0.001 100,000 99,816 2020/１/24 

第43回野村ホールディングス 0.454 300,000 302,109 2019/２/25 
第46回野村ホールディングス 0.346 100,000 100,651 2019/12/25 
第48回野村ホールディングス 0.245 100,000 100,147 2018/６/８ 
第54回三井不動産 0.001 100,000 99,937 2020/４/７ 
第80回東海旅客鉄道 0.001 300,000 299,874 2020/４/13 
第１回ファーストリテイリング 0.11 100,000 100,084 2018/12/18 
第１回ビー・ピー・シー・イー・エス・エー 0.64 200,000 200,590 2022/１/27 
第７回ビー・ピー・シー・イー・エス・エー 0.55 200,000 201,082 2019/７/10 
第１回エイチエスビーシー・ホールディングス 0.45 300,000 299,868 2021/９/24  
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公社債投信マザーファンド

 

銘 柄 
当 期 末 

利 率 額 面 金 額 評  価  額 償 還 年 月 日
普通社債券 ％ 千円 千円  
第１回ロイズ・バンキング・グループ・ピーエルシー 0.615 200,000 200,554 2021/12/15 
第９回モルガン・スタンレー 0.557 400,000 401,664 2018/５/22 
第17回ルノー 0.75 400,000 403,488 2018/11/26 
第11回現代キャピタル・サービシズ・インク 0.52 400,000 400,179 2017/10/30 
第21回ラボバンク・ネダーランド 0.708 100,000 100,472 2018/５/24 
第５回ソシエテ ジェネラル円貨社債（2014） 0.369 100,000 100,044 2017/６/13 

小 計 8,607,000 8,748,537  
合 計 9,407,000 9,549,929  

 
 
 

○投資信託財産の構成 (2017年４月19日現在) 

項 目 
当 期 末 

評 価 額 比 率 

 千円 ％

公社債 9,549,929 97.3

コール・ローン等、その他 262,001 2.7

投資信託財産総額 9,811,930 100.0
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公社債投信マザーファンド

○資産、負債、元本及び基準価額の状況 （2017年４月19日現在) 

項 目 当 期 末 

  円

(A) 資産 9,811,930,547  

 コール・ローン等 44,152,072  

 特殊債券(評価額) 801,392,638  

 社債券(評価額) 8,748,537,326  

 未収入金 200,302,000  

 未収利息 17,546,511  

(B) 負債 200,120,778  

 未払金 200,000,000  

 未払解約金 120,700  

 未払利息 78  

(C) 純資産総額(Ａ－Ｂ) 9,611,809,769  

 元本 8,801,427,183  

 次期繰越損益金 810,382,586  

(D) 受益権総口数 8,801,427,183口

 １万口当たり基準価額(Ｃ／Ｄ) 10,921円
 
＜注記事項＞ 

①期首元本額 9,485,173,120円 

期中追加設定元本額 38,762,367円 

期中一部解約元本額 722,508,304円 

また、１口当たり純資産額は、期末1.0921円です。 
 

○損益の状況 (2016年４月20日～2017年４月19日) 

項 目 当 期 

  円

(A) 受取利息等収益 85,161,481  

 受取利息 85,240,038  

 支払利息 △     78,557  

(B) 有価証券売買損益 △ 58,386,922  

 売買益 10,415,106  

 売買損 △ 68,802,028  

(C) 当期利益(Ａ＋Ｂ) 26,774,559  

(D) 前期繰越損益金 845,438,200  

(E) 追加信託差損益金 3,494,746  

(F) 解約差損益金 △ 65,324,919  

(G) 計(Ｃ＋Ｄ＋Ｅ＋Ｆ) 810,382,586  

 次期繰越損益金(Ｇ) 810,382,586  
 

（注）(B)有価証券売買損益は期末の評価換えによるものを含みます。

（注） (E)追加信託差損益金とあるのは、信託の追加設定の際、追加設

定をした価額から元本を差し引いた差額分をいいます。 

（注） (F)解約差損益金とあるのは、中途解約の際、元本から解約価額

を差し引いた差額分をいいます。 
 

②期末における元本の内訳（当親投資信託を投資対象とする投資信託ごとの元本額） 

追加型・公社債証券投資信託（１月設定） 699,739,645円 

追加型・公社債証券投資信託（２月設定） 1,398,438,765円 

追加型・公社債証券投資信託（３月設定） 441,447,055円 

追加型・公社債証券投資信託（４月設定） 799,011,182円 

追加型・公社債証券投資信託（５月設定） 384,548,885円 

追加型・公社債証券投資信託（６月設定） 528,806,695円 

追加型・公社債証券投資信託（７月設定） 436,470,164円 

追加型・公社債証券投資信託（８月設定） 1,046,483,970円 

追加型・公社債証券投資信託（９月設定） 701,975,545円 

追加型・公社債証券投資信託（10月設定） 393,405,217円 

追加型・公社債証券投資信託（11月設定） 958,053,003円 

追加型・公社債証券投資信託（12月設定） 1,013,047,057円 

合計 8,801,427,183円 

 
［ お 知 ら せ ］ 

信用リスクを適正に管理する方法を新たに定める（分散型に分類）ため、信用リスク集中回避のための投資制限の追加およびこれに伴う

投資制限の記載の変更を行い、信託約款に所要の変更を行いました。 

（2016年７月１日） 
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